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１－１．トランジション・ファイナンスの国内動向

＜トランジション・ファイナンス 民間調達額＞
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注１：各社公開情報を基に経済産業省作成。トランジション・ボンド/ローン、
トランジション・リンク・ボンド/ローンを含んでいる。
注２：その他業界には、重工業、金属、自動車、鉄鋼、化学、金融を含む

資金
調達者

手法 金額 時期 ポイント

帝人
トランジショ
ン・リンク・
ローン

非公開
2025年

/1月

✓ 同社初となるトランジション・リンク・ローンの実施
✓ グループCO₂排出量の削減率、サプライチェーン

CO₂排出量の削減率をKPIとして設定
✓ 自社の低・脱炭素化に向けた取組のみならず、サ
プライチェーン全体での脱炭素化に貢献する製品
もトランジション・ファイナンスの対象になりうる

NSユナイ
テッド海運

トランジショ
ン・ローン

非公開
2027年
/12月 
(予定)

✓ 2025年10月にトランジション・ファイナンス・フレー
ムワークを策定

✓ 今回のローンは、フレームワークで定められた資金
使途（メタノールDF船、ゼロ・エミッション船、新燃
料調達、省エネ技術の導入）のうち、メタノール
DF船の資金使途として活用される

大王製紙
トランジショ
ン・リンク・
ファイナンス

非公開
2025
年度

(予定)

✓ 2025年11月にサステナブルファイナンス・フレーム
ワークを策定

✓ 同フレームワークでトランジション・リンク・ファイナンス
のKPIとして「化石由来のCO₂排出量の削減率」、
SPTとして「2030年度末までに46%（2013年
度比）を削減」を設定

JFEホール
ディングス

トランジショ
ン・ボンド

未定 未定

✓ 2024年1月に公表した「グリーン/トランジション
ファイナンス・フレームワーク」の一部を更新し、資金
使途候補について「低炭素製造プロセスへの転
換」、「エコプロダクトの製造」等の対象を拡充した

✓ 従来のグリーンボンド原則やCTFHに加え、LMA
の「Guide to Transition Loans」ならびに
ICMAのCTBGにも適合している

＜トランジション・ファイナンス 補助金採択案件例＞

※2024年度、2025年度採択案件（2025年12月時点公表ベース）
国内累計調達額（2021.1~2025.12）

※CT国債を除く

約29,075億円

電力

航空

海運

食品

ガス

その他

石油

⚫ 国内発行体によるトランジション・ファイナンスの実績として、約2.9兆円規模の市場に成長。

⚫ 業種別の調達額では電力・ガス業界が占める割合が大きいが、化学、海運、紙パ業界も含め、トランジ
ション・ファイナンスを活用する業種の広がりがみられる。



１－２．トランジション・ファイナンスをめぐる国際動向

⚫ 最近では、欧米の状況変化を受けて、現実的なトランジションへの注目度が高まり、経済安全保障、エ
ネルギー供給ともバランスをとった「トランジション」の必要性が国際的にも浸透しつつある。

⚫ 2025年10月、ローン市場協会（LMA）が初めてトランジション･ファイナンスに関するガイダンスを策
定（6～12ヵ月後にファイナル版公表予定）。11月には、国際資本市場協会（ICMA）がトランジショ
ン・ボンドラベルの基準を示した“Climate Transition Bond Guidelines” を公表。

⚫ また、2025年10月にはIEAがトランジション・ファイナンスに関するレポートを発出。今後10年間で
天然ガス、鉄鋼・セメント等重工業、建築物、輸送、クリティカル・ミネラル等の分野で、総額4～5兆
ドル（年平均4,000～5,000億ドル）規模のトランジション・ファイナンス投資が期待される。
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トランジションファイナンス

トランジション・ファイナンスに関する国際的スタンダードの進展

✓ グリーン・ファイナンスとは別途、トランジション・ファイナンスに関する
ローン、ボンドのガイダンスの策定

各国における「トランジション・ファイナンス関連の動き

✓ 豪州：サステナブルファイナンスタクソノミーにおいて「グリーン」に加えて「トランジション」の分類を採用。トラン
ジション分類では鉱業や重工業などの脱炭素化を中心に定義（2025年6月）

✓ 英国：トランジション・ファイナンス・カウンシルを立ち上げ（2025年2月）、トランジション・ファイナンスに関する
ガイドラインを整備中。

Climate Transition 
Bond Guidelines
(ICMA, 2025/11)

Guide to 
Transition Loans 
(LMA, 2025/10)



（参考）LMAによるGuide to Transition Loans概要
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⚫ ローン市場協会（LMA）は初めてトランジション･ファイナンスに関するガイダンスを策定。この中で、
グリーンローン原則と並ぶトランジションローン原則のドラフトを公表（6～12ヵ月後にファイナル版
公表予定）。

⚫ トランジションラベルをグリーンラベルとは独立したラベルとして定義しているほか、新興国や中小企
業に対する柔軟化措置にも触れられており、インクルーシブな形でトランジション・ファイナンスを捉
えている点が特徴。

１．エンティティレベルの移行戦略
２．資金使途
３．プロジェクト評価と選定
４．使途の管理
５．レポーティング

Guide to Transition Loans構成（全19ページ）

導入

１．トランジションファイナンスの定義

２．信頼できるトランジション戦略

2.1 移行計画または計画策定プロセス

2.2 移行の指標

2.3 文脈化と実用性

３．トランジション・ファイナンス：ラベル付きローン

3.1 企業の一般的な資金調達

3.2 資産・プロジェクトの資金使途型ファイナンス

3.2.1 Transition loan principles – exposure
draft

Appendix 1:既存のトランジション・ファイナンス枠組み
の非網羅的リスト

Appendix 2:信頼できる移行計画に関する既存のガイダン
スの非網羅的リスト

Appendix 3:移行活動を対象とする既存のタクソノミー、
ロードマップ、市場ガイダンスの非網羅的リスト

1.目的整合性

2. ロックイン回避

3. 科学に基づくベンチマーキン
グ

4.他の目標に対して重大な悪影
響を及ぼさない（DNSH）*

5.インパクト重視*

6. 低炭素代替手段がない*

<Transition financeの定義>

トランジション・ファイナンスは多排出産業等に特に適するが、取組
が適用可能なクライテリアに合致し、信頼できる脱炭素経路に整合し
ている前提で、より広範な産業・地域にも利用可能としつつ、このイ
ンクルーシブアプローチは、適当なソリューションが技術、セクター、
地域、法域により異なること、様々な初期時点（starting point）
に応じて調整する必要があることを認識しているとする。

<Inclusive approachについての言及>

＊４～６は資金使途特定型の場合に関係する追加的な要件

< Transition loan principlesの主要な５要素>



【CTBの4要素】

１．資金使途
• 発行体は、CTプロジェクトの健全性（integrity）担保のため、以下のセーフガードを満たすか、どのように満たそうとし

ているかを説明するべきである。

• CTプロジェクトが化石燃料インフラ・活動に強く関連する場合、またはタクソノミーやロードマップ等で扱われていない場
合は、追加的なセーフガードが必要である。

２．評価選定プロセス
• 発行体はCTプロジェクトの適格性、セーフガード、分類基準、除外基準などを明確に開示すべきである 他

３．資金使途の管理
• CTBの充当額またはそれと等しい額は、発行体によって明確に追跡され、適格なCTプロジェクトへの貸出・投資業務に紐

づけた内部手続きで、当該追跡が証明されるべきである 他

４．レポーティング
• 発行体は、資金の割当に関する最新情報を容易に入手可能な形で補完し、完全に割り当てが完了するまで毎年更新して開

示し、重大な事象があった場合は適時に開示すべきである。ガイドラインでは、定性的な成果指標の利用を推奨している。
実施可能な場合は、定量的な成果指標の利用と、その決定に用いたメソドロジー・仮定の開示も推奨される 他

セーフガード措置

1. 移行戦略
2. 代替手段（技術的・経済的に利用可能な代替手段がないことの分析）
3. タクソノミー／ロードマップ等との整合性
4. BAUを超えた排出削減
5. カーボン・ロックインリスクの特定、分析

⚫ 昨年11月に国際資本市場協会（ICMA）は、 “Climate Transition Bond Guidelines” を公表。

⚫ これまではあくまでグリーンラベルの「サブラベル」とされていたトランジションボンドについて、特
に多排出分野の脱炭素化を念頭に、グリーンラベルとは独立的なラベルとして位置づけ。同時に資金使
途については、タクソノミーやロードマップ等との整合性など、一定のセーフガードを満たすべきとし
ている。

（参考）ICMAによるClimate Transition Bond Guidelines概要
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１－３．トランジション・ファイナンスの今後の国際展開

⚫ IEAも、今後のトランジション・ファイナンスのニーズの約半分は新興国にあると指摘。特にアジアで
は、人口増加と経済成長に伴うエネルギー需要の急増、再エネだけでは対応困難な現状を踏まえ、現実
的なトランジションによる資金供給が求められる。

⚫ 日本はアジアゼロエミッション共同体（AZEC）などの枠組みを通じ、アジアにおけるトランジショ
ン・ファイナンスも推進。昨年10月のAZEC閣僚会合では、ADB・ERIAとともにトランジション・
ファイナンスに関するレポートを発出し、再エネだけでなく、送配電インフラや削減困難な資産の脱炭
素化も含めたロードマップを策定（以下参照）。

⚫ 日本の技術が活かせるトランジション分野での具体的案件も積み重ねることで、アジアに貢献するとと
もに、日本の競争力強化につなげていく。

7

ADB,METI,ERIA レポート(2025/10)
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２．CTBGに基づくSPOの再取得
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⚫ CT国債が新たに策定されたICMAのClimate Transition Bond Guidelines（CTBG）に整合するこ
とについて、評価機関（JCR）から第三者評価を取得済（DNVからも今後第三者評価を取得予定）。

⚫ 具体的には、CTBGで追加的に求められるセーフガード（政府としての移行戦略、経済的・技術的な代
替手段が無いこと、技術ロードマップ等との整合性、BAUを超えた排出削減があること、カーボン・
ロックインリスクの特定・分析）等について改めて確認を行った。

＜JCR＞フレームワーク第三者評価書
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３－１．今年度のレポートの内容

⚫ 「クライメート・トランジション・ボンド・フレームワーク」では、各事業の資金充当状況・インパクト
を年次で報告、インパクトについては国債発行年度の翌々年度末までに最初の報告を実施することとして
いる。（※）

⇒今年度は以下を報告予定（第三者評価機関からのSPOもあわせて公表）。

✓ 令和5年度CT国債については、令和6年12月に資金充当レポートを報告済。今年度は、資金充当状
況の更新（昨年度報告時の未充当金額の充当完了報告）と充当事業にかかるインパクトを報告。

✓ 令和6年度CT国債については、令和7年11月時点での各事業における資金充当状況を報告（未充当
金額については、本年度末には全額充当予定） 。

＜英国＞ ＜EU＞

• 英国はこれまで、隔年で「資金充当レポート」と
「資金充当&インパクトレポート」を発行している

• 2023年9月発行の「UK Green Financing Allocation and 
Impact Report 2023」では、2022-23年の資金充当状況と
2021-22年の充当事業におけるインパクトが報告された

• 2024年10月発行の「UK Green Financing Allocation 
Report 2024」では2023-24年の充当状況のみが報告された

• EUは毎年「資金充当&インパクトレポート」 を発行
• 2025年12月に発行した「NextGenerationEU Green Bond 

Allocation and Impact Report 2025」では、2025年8月1日
までの一年間の資金充当状況と当該期間の充当によるインパクトが
報告されている

• 全事業の「期待インパクト」（2026年度末までに達成予定のマイ
ルストーン実現による削減量）と一部事業の「実現インパクト」

（既に実現された削減量）が報告されている点が特徴

出所）HM Treasury 「UK Green Financing Allocation and Impact Report 2023」, European Commission 「NextGenerationEU Green Bond Allocation and Impact Report 2025」等
公開情報より作成

※CTBGにおいても、資金が充当される事業・充当された金額・期待されるインパクト等、資金使途の最新の情報は全ての調達資金が充当されるまで年次で報告すべきとされている。



区分 予算年度 事業名 充当額（億円）

(A)市場獲得を目
指す革新的技術の
研究開発

令和4年補正
グリーンイノベーション基金事業

3,000

令和5年当初 4,564

令和4年補正 革新的GX技術創出事業（GteX） 496

令和4年補正 ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業 750

令和5年当初 高温ガス炉実証炉開発事業 47

令和5年当初 高速炉実証炉開発事業 74

(B)成長・削減の
両面に資する設備
投資

令和4年補正 蓄電池の製造サプライチェーン強靱化支援事業 3,316

令和4年補正 ＧＸを実現する半導体の製造サプライチェーン強靱化支援事業 1,523

令和4年補正 省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費 24

令和5年当初 特定地域脱炭素移行加速化交付金 2

(C)成長に資する
全国規模の需要対
策

令和4年補正

クリーンエネルギー自動車導入促進補助金（※4）

689

令和5年当初 178

令和5年補正 273

令和5年当初 商用車の電動化促進事業 108

令和4年補正 住宅の断熱性能向上のための先進的設備導入促進事業※経済産業省事業 806

令和4年補正
断熱窓への改修促進等による家庭部門の省エネ・省CO2加速化支援事業※環境省
事業

97

合計 15,947

CT国債（令和５年度発行分）発行合計額（発行収入金） 15,947

未充当の残高（発行収入金―充当額） 0

⚫ 令和5年度発行のCT国債について、昨年度の充当レポート（令和6年11月時点）では300億円程度の未
充当残高があったが、以下のとおり令和6年度末までに全額の充当が完了。

✓ 令和4年度補正・令和5年度当初から繰り越しを行っていた事業（「住宅の断熱性能向上のための先進的設備導入促進事

業」、「高温ガス炉実証炉開発事業」、「特定地域脱炭素移行加速化交付金」）は令和6年度末に最終充当金額を確定。

✓ 残額は令和5年度補正の継続事業である「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」に充当。

令和7年11月時点
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３－２．資金充当状況① （令和5年度発行分CT国債）



区分 予算年度 事業名 充当額（億円）

(A)市場獲得を
目指す革新的技
術の研究開発

令和６年当初 高温ガス炉実証炉開発事業 183

令和６年当初 高速炉実証炉開発事業 189

令和６年当初 GX分野のディープテック・スタートアップ支援事業 410

令和５年補正 ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 281

(B)成長・削減の
両面に資する設備
投資

令和６年当初 排出削減が困難な産業におけるエネルギー･製造プロセス転換支援事業 4

令和５年補正
蓄電池の製造サプライチェーン強靱化支援事業

2,658

令和６年当初 2,300

令和６年当初 持続可能な航空燃料（SAF）の製造･供給体制構築支援事業 1
令和６年当初 産官学連携による自律型資源循環システム強靱化促進事業 1
令和６年当初 GXサプライチェーン構築支援事業 5

令和６年当初 先進的な資源循環投資促進事業 0.1

令和６年当初 ゼロエミッション船等の建造促進事業 8

令和５年補正 省エネに資するパワー半導体等の国内生産能力強化等の支援 2,806

令和４年補正
省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金 344

令和５年補正

(C)成長に資する
全国規模の需要対
策

令和６年当初 再生可能エネルギー導入拡大に向けた系統用蓄電池等の電力貯蔵システム導入支援事業 18

令和６年当初 特定地域脱炭素移行加速交付金 0.5

令和５年補正 高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金 560

令和５年補正 クリーンエネルギー自動車導入促進補助金 222

令和5年補正 断熱窓への改修促進等による家庭部門の省エネ・省CO₂加速化支援事業 986

令和５年補正 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業 6

令和５年補正 商用車の電動化促進事業 174

(D)GX実現に向け
た横串の取組

令和６年当初 水素等のサプライチェーン構築のための価格差に着目した支援事業 1

令和６年当初 脱炭素成長型経済構造移行推進機構出資金 1200

合計 12,358
CT国債（令和6年度発行分）発行合計額（発行収入金） 13,920
未充当の残高（発行収入金―充当額） 1,562

⚫ 令和６年度発行のCT国債について、昨年11月時点での充当状況（令和5年補正、令和6年当初）は以下

のとおり。未充当残高については、本年度末に以下の事業に充当予定。

✓ 令和7年度に繰り越しを行っている事業（下記青字）

✓ その他令和6年度補正での継続事業
例）「蓄電池の製造サプライチェーン強靱化支援事業」「省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金」「高効率給湯器導入

促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」等

令和7年11月時点

13

３－２．資金充当状況② （令和６年度発行分CT国債）



３－３．①インパクト・レポートの考え方

14

⚫ インパクトについては、ICMAのガイダンス（「インパクトレポーティングについて調和のとれた枠組
みを目指すガイダンス文書」）を参照しつつ、充当事業による環境改善効果を記載。 また、GX政策は脱
炭素と経済成長を同時に追求するものであることを踏まえ、可能な範囲で経済効果も併せて記載。

⚫ これらの効果については、各充当事業の性質（①研究開発関連事業、②設備投資支援事業、③需要対策
関連事業）ごとに算出方法を検討（特に①については技術開発の進展状況や普及状況について一定の仮
定を置く必要があるため、現時点での進捗や将来の見通し等についても記載）。

環境改善効果 経済効果

①研究開発
関連事業

将来的な技術普及を前提にした
CO2削減効果見通し

将来的な市場規模等

②設備投資
支援事業

当該設備による一定の生産量など
を前提としたCO2削減効果見通し

当該事業にかかる官民投資額等
③需要対策
関連事業

実際の補助件数を元にして実現し
たCO2削減効果見通し

＜算出の考え方＞



３－４．令和５年度発行分インパクト一覧①

事業名
環境改善効果 経済効果

指標 結果 指標 結果

(A) 市場獲
得を目指す
革新的技術
の研究開発
（ GI 基 金
事業）

次世代型太陽電池の開発
日本企業が製造した次世代太陽電池導入に

よる世界におけるCO₂排出削減効果

約150万t-CO₂/年（2030年）

約１億t-CO₂/年（2050年）

世界の太陽電池市場における
日本企業の次世代型太陽電池

の市場規模

約311億円/年
（2030年）

約1.25兆円/年
（2050年）

洋上風力発電の
低コスト化

国内海域に導入された洋上風力が
火力発電を代替することによる

国内のCO₂排出削減効果

約300～700万t-CO₂/年
（2030年）

約0.9億t-CO₂/年（2050年）

日本市場全体とアジア市場の
一部（25%）における市場規

模

約1兆円/年（2030年）

約２兆円/年（2050年）

大規模水素
サプライチェーンの構築

国際水素市場及び水素発電市場の拡大に
より期待される世界におけるCO₂排出削減

効果

約700万t-CO₂/年（2030年）

約４億t-CO₂/年（2050年）

世界における水素取引の市場
規模

（2030年、2050年）

世界における
水素発電タービン市場規模
（2050年までの累積）

約0.3兆円（2030年）

約5.5兆円（2050年）

最大約23兆円
（2050年までの累積）

次世代航空機の開発
次世代航空機導入による
世界のCO₂排出削減効果

約6.4億t-CO₂/年（2050年）
本事業により確立された技術
が搭載される航空機の世界の

市場規模

約2.1兆円/年
（2050年）

次世代船舶の開発

支援対象のゼロエミッション船運航による
世界におけるCO₂排出削減効果（2030年）

新たなゼロエミッション船運航による世界
におけるCO₂排出削減効果（2050年）

約33万t-CO₂/年（2030年）

約5.6億t-CO₂/年（2050年）

新たなゼロエミッション船運
航によって創出される世界に

おける経済効果

約0.17兆円（2030年）

約6.8兆円（2050年）

製鉄プロセスにおける
水素活用

COURSE50技術が搭載された
高炉の導入による

国内におけるCO₂排出削減効果
（2030年まで）

水素還元製鉄やCCUS技術等が
世界的に普及した場合のCO₂排出削減効果

（2050年まで）

約200万 t-CO₂/年
（2030年まで）

約13億t-CO₂/年
（2050年まで）

COURSE50技術が搭載された
高炉1基から作られる鉄鋼生産
の市場規模（2030年まで）

世界におけるグリーンスチー
ル生産の市場規模（2050年ま

で）

約3,200億円/年
（2030年まで）

約40兆円/年
（2050年まで）

製造分野における
熱プロセスの脱炭素化

国内の工業炉が2032年以降は
アンモニア・水素の混焼炉等、2041年以降
は同燃料の専焼炉等に順次一定数更新され

た場合のCO₂排出削減効果

約0.2億t-CO₂/年（2040年）

約0.8億t-CO₂/年（2050年）

国内及び海外において工業炉
がアンモニア・水素を活用し
た燃焼炉等への更新による経

済波効果

約4.2兆円
（2040年までの累計）

約10.0兆円
（2050年までの累計）

再エネ等由来の電力を活
用した水電解による水素
製造

天然ガスの熱需要を水電解装置により製造
された水素で代替することによる世界の

CO₂排出削減効果

約0.4億t-CO₂/年（2030年）

約15.2億t-CO₂/年（2050年）

水電解装置の導入による世界
の市場規模

約0.4兆円
（2030年までの累計）

約4.4兆円/年
（2050年）

廃棄物・資源循環分野に
おけるカーボンニュート
ラル実現

CN型炭素循環プラント実装による
世界のCO₂排出削減効果

約1,050万t-CO₂/年（2030年）

約12.4億t-CO₂/年（2050年）

世界全体のCC付焼却・熱分解
処理施設導入による

経済波及効果

約0.5兆円/年
（2030年）

約5.2兆円/年
（2050年）

CO₂等を用いたプラス
チック原料製造技術開発

支援事業で製造されたCO₂等を用いたプラ
スチック原料導入による世界におけるCO₂

排出削減効果

約0.4億t-CO₂/年（2030年）

約15億t-CO₂/年（2050年）

世界におけるCO₂等を用いた
プラスチック原料の市場規模

約10兆円（2030年）

約363兆円（2050年）
15
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事業名
環境改善効果 経済効果

指標 結果 指標 効果

(A)市場獲
得を目指す
革新的技術
の研究開発

革新的GX技術創出事業
（GteX）

【蓄電池】 次世代蓄電池の基盤技術の確立

【水素】 水素製造・貯蔵技術、燃料電池技術の確立

【バイオ】 化学品の多様化・機能拡大、CO₂の固定化能の向上等に向けたバイオモノづくり技術の確立

ポスト5G情報通信システ
ム基盤強化研究開発事業

国内のデータセンターにおける光電融合技
術活用による

CO₂排出削減効果

約354万t-CO₂/年
（2032年～2041年）

- -

高温ガス炉実証炉開発事
業

高温ガス炉の高温熱を利用した脱炭素水素
１ｔ製造あたりのCO₂排出削減効果

約7.22t-CO₂/年

※製造水素1tあたり
（高温ガス炉確立以降）

- -

高速炉実証炉開発事業

高レベル放射性廃棄物の削減割合
体積比1/7に減容

（高速炉運転開始以降）
- -

高速炉運転開始以降
高レベル放射性廃棄物の半減期

10万年→300年に短縮

（高速炉運転開始以降）
- -

(B)成長・
削減の両面
に資する設
備投資

蓄 電 池 の 製 造 サ プ ラ イ
チェーン強靱化支援事業

支援対象の工場で製造される蓄電池の全量
がBEVに搭載されたと仮定した場合のCO₂

排出削減効果

約1,350万t-CO₂/年

（支援対象工場稼働後）

認定供給確保計画全体の
事業総額

約8,523億円

GXを実現する半導体の製
造サプライチェーン強靱
化支援事業

支援対象の工場で製造されるパワー半導体
の全量がEVに搭載されたと仮定した場合の

CO₂排出削減効果

約174万t-CO₂/年
（支援対象工場稼働）

認定供給確保計画全体の
事業総額

約4,192億円

省エネルギー投資促進・
需要構造転換支援事業費

支援対象の省エネ設備・機器等への更新で
期待される年間の
CO₂排出削減効果

約0.33万t-CO₂/年
（2025年度～）

支援対象事業者による
総投資額

約27億円

特定地域脱炭素移行加速
化交付金（自営線マイク
ロ グ リ ッ ド 等 事 業 交 付
金）

支援対象の脱炭素先行地域の
5カ年の事業計画期間における

CO₂排出削減効果

約34.2万t-CO₂/年
（5カ年の事業計画期間）

脱炭素先行地域の取組に係る
総事業費

約35億円

(C)成長に
資する全国
規模の需要
対策

クリーンエネルギー自動
車導入促進補助金

新車購入時に乗用のガソリン車い代わり
EV・PHEVが導入されたものとした場合の

導入年度におけるCO₂排出削減効果

約9.5万t-CO₂/年

（2023年度）

令和4年度補正・令和5年度当
初予算事業の補助交付実績台

数に基づく官民投資額
約5,894億円～

商用車の電動化促進事業
ガソリン車から支援対象の商用車等への買

い替えによる
年間のCO₂排出削減効果

約1.4万t-CO₂/年

（2025年度～）

補助金の交付実績台数に基づ
く官民投資額

約245億円

住宅の断熱性能向上のた
めの先進的設備導入促進
事業等

支援対象住宅での窓改修により空調効率が
上がることによるCO₂排出削減効果

約6.3万t-CO₂/年（戸建住宅）

約0.8万t-CO₂/年（集合住宅）
（2024年度～）

断熱窓回収実績に基づく官民
投資額

約1,676億円

３－４．令和５年度発行分インパクト一覧②



（参考）インパクト代表例（A）研究開発：
GI基金事業「再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造」

＜事業の内容・目的＞

水素の社会実装を促進するには、供給
設備の大型化によるコスト低減と両輪
で、大規模需要の創出を同時に進める
必要があり、既存インフラを活用しつ
つ供給量拡大と需要喚起を両立できる
社会実装モデルとして、水電解装置を
中核に自家消費や周辺での水素利活用
を行う形が挙げられる。

本事業では、①水電解装置の大型化技
術開発とPower to Xの大規模実証、
②水電解装置の性能評価技術の確立を
進める。

17

＜現時点の進捗と今後の見通し＞

①の「大規模PEM型水電解装置の開発、熱需要の脱炭素化実証」の開発は順調に
推移し、2025年4月のステージゲートを通過。水電解装置はアルカリ型とPEM
型が商用化に近い水準（事業開始時TRL5相当）にある一方、SOECは研究開発
段階（2025年時点TRL5相当）、2030年までにアルカリ型5.2万円/kW、
PEM型6.5万円/kWの設備コストを見通せる技術、2032年までに固体酸化物型
水電解装置（SOEC）の設備コストを6.8万円/kWよりも下げることを見通せる
技術の実現を目指す。②の水電解装置の性能評価については、必要な3種の装置
群を2024年度までに導入完了。

＜本事業の進捗と成果＞

環境改善効果

天然ガスの熱需要を水電解装置により製造された水素
で代替することによる世界のCO₂排出削減効果

約0.4億t-CO₂/年（2030年）

約15.2億t-CO₂/年（2050年）

支援実績

研究テーマ数

3

経済効果

水電解装置の導入による世界の市場規模

約0.4兆円（2030年）

約4.4兆円（2050年）

〇インパクト算定の考え方
水電解によって製造された水素の主な利用先を熱需要と想定し、輸入天然ガスの熱需要を水素が熱量等価で代替すると仮定。水素の製造
量については、2030年の水電解装置導入目標を掲げる主要国・地域の合算値が、本プロジェクト開始時におけるドイツの国家水素戦略か
ら算出される稼働率で稼働したと仮定し、試算。 



（参考）インパクト代表例（B）設備投資：
電力性能向上によりＧＸを実現する半導体サプライチェーンの強靱化支援事業

＜事業の内容・目的＞

電流・電圧制御を担うパワー半導体は、EVや風力発電をは
じめ、あらゆる機器の電力制御デバイスとして、今後の
カーボンニュートラルの実現に必要不可欠である。パワー
半導体等の国内生産能力強化等の支援を行い、GXの実現に
向けた確実な投資を進めるとともに、サプライチェーンの
強靱化を図ることを目的とする。

本事業では、経済安全保障推進法に基づき、半導体の国内
安定供給を図る事業者の計画を認定し、支援する。
①パワー半導体を含む「従来型半導体」及び、②SiCウエ
ハを含む「半導体部素材等」について、要件に適合する場
合、補助対象経費に該当する設備投資費等に対して補助率
を1/3とし、助成金を交付する。 18

＜現時点の進捗と今後の見通し＞

令和5年度CT国債からは、令和5年度に経済産業省が認定
した半導体の安定供給確保計画のうち、
特にCO2削減効果が見込まれる対象2件（SiCウェハ1件、
パワー半導体１件）の供給確保計画に対してCT国債から
の充当を行った。
これらの計画に基づき、SiCウエハやパワー半導体の生産
を行う3社に対しての補助を実施した。

＜本事業の進捗と成果＞

環境改善効果

支援対象の工場で製造されるパワー半導体の全量
がEVに搭載されたと仮定した場合の

CO₂排出削減効果

約174万t-CO₂/年

（3社合計）

支援実績

令和5年度に補助を行った
事業者数

３ 社

〇インパクト算定の考え方

パワー半導体は様々な用途に使用されるものであるが、令和5年度に認定されCT国債からの資金充当を行った2件の計画ではパワー半導体
（ SiCおよびSi）やSiCウエハの生産能力増強を行うものである。各事業計画の実施により生産されるパワー半導体やSiCウエハが、全量 
EV に搭載されると仮定して試算を行った。この場合に、自動車のエネルギー効率改善によって見込まれる年間のCO₂排出削減効果をイ
ンパクトとして示している。

経済効果

認定供給確保計画全体の

事業総額

約 4,192億円



（参考）インパクト代表例（C）需要対策：
クリーンエネルギー自動車導入促進補助金（CEV補助金）

＜事業の内容・目的＞

運輸部門は我が国の二酸化炭素排出量の
約2割、自動車分野は運輸部門の中でも約
9割を占めている。カーボンニュートラルの実現
に向け、政府は国内におけるEV等の導入を
促進するために、クリーンエネルギー自動車
導入促進補助金（CEV補助金）を開始し
ている。

本事業では、EV等の乗用車について、需要
の創出や量産効果による価格低減を促進す
るとともに、需要の拡大を見越した企業の生産
設備投資・研究開発投資を促進すべく、購入
費用の一部補助を行う。

19

＜現時点の進捗と今後の見通し＞

令和5年度CT国債で令和4年補正・令和5年当初事業において、計153,882台の
導入を支援した。令和６年度以降は、従来の車両性能に加えて、充電インフラ整
備の取り組み、災害時の対応、アフターサービス体制等のメーカーの取組を総合
的に評価し、補助額を決定する仕組みが導入されている。
2035年までに乗用車新車販売で電動車100%とする目標の実現を目指す。

＜本事業の進捗と成果＞

〇インパクト算定の考え方

新車購入時に乗用のガソリン車に代わりEV・PHEVが導入されたものとし、導入年度におけるCO₂排出削減効果として算定した。パワート
レイン別の1台あたりの年間CO2排出量を計算し、EV・PHEVとガソリン車の排出量の差に、本事業により導入されたEV・PHEV※の補助
実績を乗じて算出。

環境改善効果

補助した電気自動車等による排出削減効果

約9.5万t-CO₂/年

※令和4年度補正・令和5年度当初事業を対象
に合算

支援実績

補助金交付台数

153,882台

※令和4年度補正・令和5年度当初事業の補助
金交付台数を合算。

経済効果
交付実績台数に基づく

官民投資額

約5,894億円～
※令和4年度補正・令和5年度当初事業の補助金

交付台数に各車種の最低金額を乗じた額

｜図表X：補助対象例

※ EV・PHEV以外（FCV等）は補助台数が少なく、排出係数や計算方法が確立していないため加味しない
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⚫ 令和8年度に発行するCT国債は、以下の令和7年度補正、令和8年度当初予算事業に充当予定*。

事業名 予算額

再生可能エネルギー導入拡大に向けた系統用蓄電池等の電力貯蔵システム導入支援事業 80億円

高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金 570億円

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金 550億円

★ フュージョンエネルギー発電実証推進事業 200億円

次世代革新炉の開発・建設に向けた技術開発・サプライチェーン構築支援事業 60億円

脱炭素成長型経済構造移行推進機構出資金 450億円

GXサプライチェーン構築支援事業 55億円

★ 小型エンジンMRO拠点強化支援事業 7億円

クリーンエネルギー自動車導入促進補助金 1,100億円

★ クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てん設備等導入促進補助金 500億円

ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業 802億円

断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業 1,125億円

脱炭素志向型住宅の導入支援事業 750億円

商用車等の電動化促進事業 300億円

ゼロエミッション船等の建造促進事業 10億円

（令和7年度補正予算） ★は初めてCT国債の充当を予定している事業

4．令和８年度のCT国債充当予定事業①
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*令和8年度の発行金額は1兆円を予定。上記の額は予算額であり、上記に記載されている全ての事業及び金額のとおり充当されるわけではない。実
際の充当金額については、資金充当 レポートにて報告する。なお、四捨五入の関係でPR資料の金額と異なる記載となっている場合がある。
令和8年度発行分の一部については、過去のCT国債対象事業のうち令和7年度補正予算⼜は令和8年度当初予算において継続して計上されている事業、
また、今後の継続事業に充当される可能性がある。各債券については 一部が脱炭素成長型経済構造移行債に係る借換国債として発行される可能性
がある。



事業名 予算（案）額

省エネルギー・非化石転換の投資促進・社会実装支援事業 840億円

水素等のサプライチェーン構築のための価格差に着目した支援事業 363億円

再生可能エネルギー導入拡大に向けた系統用蓄電池等の電力貯蔵システム導入支援事業 350億円

持続可能な航空燃料（SAF）の製造・供給体制構築支援事業 100億円

★ 低炭素水素等拠点整備支援事業 415億円

高速炉実証炉開発事業 572億円

高温ガス炉実証炉開発事業 628億円

次世代革新炉の開発・建設に向けた技術開発・サプライチェーン構築支援事業 20億円

GX分野のディープテック・スタートアップ支援事業 185億円

脱炭素成長型経済構造移行推進機構出資金 200億円

自律型資源循環システム強靱化促進事業 73億円

GXサプライチェーン構築支援事業 497億円

★ GX戦略地域制度におけるコンビナート等再生に向けた事業化促進事業 30億円

★ 脱炭素電源地域貢献型投資促進事業 400億円

排出削減が困難な産業におけるエネルギー・製造プロセス転換支援事業 417億円

次期航空機開発等支援事業 150億円

★ AIロボット・フィジカルAIを見据えたマルチモーダル基盤モデル開発事業 3,873億円

4．令和８年度のCT国債充当予定事業②

（令和8年度当初予算案）
★は初めてCT国債の充当を予定している事業
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事業名 予算（案）額

特定地域脱炭素移行加速化交付金 70億円

★ GX戦略地域制度における産業団地等の脱炭素化推進事業 5億円

業務用建築物の脱炭素改修加速化事業 40億円

ゼロエミッション船等の建造促進事業 149億円

★ ゼロエミッション船等の導入支援事業 12億円

先進的な資源循環投資促進事業 200億円

Scope３排出量削減のための企画間連携による省CO2設備投資促進事業 15億円

ペロブスカイト太陽電池の社会実装モデルの創出に向けた導入支援事業 70億円

4．令和８年度のCT国債充当予定事業③

（令和8年度当初予算案） ★は初めてCT国債の充当を予定している事業

23
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